
①標準報酬月額
付与額の基礎となる額で、組合員の受ける報酬月額（基本給与＋手
当）により定められます。期末手当等を受けた月は、期末手当等の額が
合算されています。
②付与額
標準報酬月額に付与率を乗じた額です。
③利息
前月までの給付算定基礎額残高と当月の付与額に基準利率（１ヶ月単
位に換算した率）を乗じた額です。
④給付算定基礎額残高
付与額および利息額の合計額です。
退職等年金給付の算定の基礎となります。
⑤前年度末
前回通知した「給付算定基礎額残高」です。
⑥付与額累計
各月の付与額を累計した額です。
⑦利息額
各月の利息を累計した額です。
⑧今回通知
前年度末における付与額と利息を累計した額です。
⑨年金払い退職給付加入期間
平成２７年１０月以降の組合員期間の年月数です。
⑩付与率
付与額を算定するために標準報酬月額に乗じる率です。
⑪基準利率
利息を求めるための率です。

　退職等年金給付は厚生年金と異なり、組合員のみなさまの掛金を将来年金を受給するための原資として積み
立てていく給付です。
　先月、積み立てた原資（④給付算定基礎額残高）に関する情報を載せた「給付算定基礎額残高通知書」（ハガキ）
をご自宅に送付いたしました。簡単な見方をご案内いたしますので、ぜひご確認ください。

●退職した方で、退職等年金給付の受給権が発生し
ていない方…節目年齢（35歳、45歳、59歳、63歳）
に達した年の翌年度５月
※退職した翌年度の５月にも送付いたします。
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給付算定基礎額残高通知書を送付しています

対象者および送付時期
●組合員…毎年５月

※退職された後もご自宅へ通知書を送付いたします
ので、ご住所を変更された場合は共済組合への届
出が必要です。

送付方法と形式
圧着はがき形式でご自宅に送付いたします。

給付算定基礎額残高通知書イメージ

通　知　内　容

退職等年金給付の受けとり方など、くわしい内容はこちらをご覧ください。
☆今回の共済だよりと一緒に配付した「地方公務員のためのもっとよくわかる退職等
年金給付」の冊子 
☆４月に配付した「令和２年度共済組合・福祉協会のしおり」
☆全国市町村職員共済組合連合会のホームページ
　（https://ssl.shichousonren.or.jp/）
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年金課からお知らせ 退職等年金給付（年金払い退職給付） 「禁煙外来」で脱たばこしませんか？
今年度から禁煙サポート事業を一新し、禁煙外来費用の一部助成を行っております。
ご自身の健康のため、この機会に禁煙にチャレンジしてみませんか。

（健康保険適用の場合）禁煙外来

禁煙サポート事業

１２週間に５回の禁煙治療を行うプログラムです。
●禁煙治療例

●健康保険適用条件

初　診 2回目 3回目 4回目 最終
診察

2週間後

(1)直ちに禁煙することを希望している方
(2)禁煙治療を受けることに文書で同意した方
(3)３５歳以上の場合、１日の喫煙本数×喫煙年数が２００以上の方
(4)ニコチン依存症にかかる選別テストでニコチン依存症と診断された方

●目　　　的 喫煙者の健康促進、生活習慣病の重症化予防、受動喫煙の防止

●実 施 期 間 令和2年4月1日から令和3年3月31日
●助 成 金 額 10,000円（負担限度額）※年度内１回のみ
●申請の流れ

●対　象　者 健康保険適用の禁煙外来を受診し、禁煙に成功した組合員
※初診日が令和元年１０月１日以降の方を対象とします。
※以下の場合は対象外になります。
　・組合員以外（被扶養者を含むご家族）が利用した場合
　・初診日から禁煙成功証明日までの間に組合員資格を喪失している場合
　・健康保険適用外診療の場合
　・初診日から6ヶ月後の時点で禁煙に失敗した場合

※毎月１５日までに共済組合で受理した申請分を当月末日に「短期給付振込口座」へ送金します。

●禁煙外来費用
自己負担額（３割）：10,000～20,000円（５回のプログラム合計）

●実施医療機関
日本禁煙学会ホームページ→「治療・診断」→「禁煙治療に保険が使える医療機関」から確認できます。

2週間後 4週間後 4週間後

・カウンセリング
・ニコチン摂取量の測定
・禁煙開始日の決定
・禁煙補助薬の処方

・喫煙状況の問診
・呼気一酸化炭素濃度測定
・禁煙補助薬の追加処方

・呼気一酸化炭素濃度測定
・離脱症状（禁断症状）の確認、治療

治療終了

Step.1
健康保険適用の
禁煙外来を予約

Step.2
禁煙外来５回の全プログラムを受診
（医療機関窓口での費用はご本人が
負担してください。）

Step.3（初診日から６ヶ月後）
「禁煙外来費用助成金申請書」
「領収書（原本）」「診療明細書（原本）」
を共済事務担当係に提出

お問い合せは▶福祉課厚生係　011-330-2567

共済だより　2020.6 4


